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要旨：既設橋脚の耐震補強工法として，圧入により鋼板巻立てを行い橋脚のせん断補強を行う工法があり，

実績を重ねてきた。この工法は，せん断補強であるため，曲げ補強が必要な橋脚には適用できなかった。そ

こで，この工法を応用・発展させて，既設橋脚の曲げ補強が可能な耐震補強工法を開発した。開発した工法

の実橋脚の 1/5 モデルの試験体を用いた正負交番載荷試験を行い，十分な補強効果，耐荷力および変形性能を

有していることが確認でき，鋼板を帯鉄筋に換算して RC 巻立てと同様に地震時保有水平耐力を計算できる

ことが判った。 
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1. はじめに 

 既設橋脚や基礎の耐震補強工法は，RC または PC 巻

立て工法や鋼板巻立て工法，増し杭工法などがある 1）。

しかし，既設構造物直下では，空頭が低い厳しい制約条

件となる場合があることや，橋脚が河川内に位置するた

め仮締切や桟橋など大規模な仮設備が必要となることか

ら，施工が困難で，工費も高額となる状況であった。そ

こで、厳しい制約条件下において，施工性に優れ，大規

模な掘削および土留めが不要で，経済的な工法として，

パイルベント橋脚の耐震補強工法を開発した（平成 11～

13 年度（独）土木研究所との官民共同研究「既設基礎の

耐震補強技術の開発」）2）3）。その後，パイルベント橋脚

の耐震補強工法を発展させ，圧入により鋼板巻立てを行

う橋脚のせん断補強工法を開発し，実績を重ねてきた 4）。 

 この工法は，せん断補強工法であるため，曲げ補強が

必要な橋脚には適用できなかった。そこで，施工性に優

れ，経済的な工法であるこの工法を応用・発展させて，

既設橋脚の曲げ補強が可能な耐震補強工法（以下，本工

法という）を開発した。本工法の概要を図－１に示す。 

 本工法は，図－１に示すように，1）軸方向鉄筋の外側

に帯鉄筋を配置できない，2）鋼板の拘束程度が明確では

ない，3）鋼板の拘束効果の評価方法が明らかではない，

ことから本工法の実橋脚の 1/5 モデルの試験体を用いた

正負交番載荷試験を実施し，本工法による補強効果，耐

荷力および変形性能を確認した。以下に，正負交番載荷

試験の結果について，参考文献 5)を基に本工法の補強効

果，変形性能などを詳述するとともに，塑性率と履歴吸

収エネルギーや，等価減衰定数の関係を報告する。 

 なお，本工法を用いて曲げ補強を行うためには，図－

１に示すように，軸方向鉄筋をフーチングへ定着する必

要がある。このため，正負交番載荷試験と同時に，実橋

脚を模擬した試験体を用いて施工性確認試験を実施した。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 本工法の概要 

250mm 

*1 オリエンタル白石（株） 本社 施工・技術本部 技術部 補修補強チーム 工修 (正会員) 

*2 オリエンタル白石（株） 本社 施工・技術本部 技術部 補修補強チーム 

*3 オリエンタル白石（株） 本社 施工・技術本部 技術研究所 (正会員) 

*4 九州大学大学院 工学部教授 工博 (正会員) 
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その結果，軸方向鉄筋を定着するためにフーチングに設

ける孔は，ウォータージェット工法を用いて削孔するこ

とで施工することができること，軸方向鉄筋の定着は乾

湿両用のエポキシ樹脂を用いることで定着することがで

きることを確認した 5）。 

 

2. 正負交番載荷試験 

2.1 試験体 

 試験体は無補強，RC 巻立ておよび本工法（以下，そ

れぞれ，CASE1，CASE2 および CASE3 とする）の 3 体

とした。いずれの試験体も実橋脚の 1/5 モデルとした 6）。

また，CASE1 は曲げ破壊型となるように設計し，基準試

験体とした。CASE2およびCASE3は補強試験体であり，

橋脚基部において両者の曲げ耐力が同程度になるように

補強設計を行い，補強鋼材量を決定した。なお，試験体

の設計は参考文献 7)および 8)に基づいて行った。 

 CASE2 および CASE3 の軸方向鉄筋のフーチングへの

埋込み長さは，参考文献 1)を参考に鉄筋径の 20 倍の

260mm（φ13×20）とした。また，CASE3 の鋼板とフー

チングのあきは，参考文献 9)を参考に 50mm とした。 

 それぞれの試験体の橋脚部には，上部構造の死荷重反

力に相当する 1.0MPa程度の軸方向圧縮力度をPC鋼棒に

て導入した。 

 表－１に試験体の諸元一覧表を，図－２に試験体の概

要図を示す。 

2.2 使用材料 

(1) コンクリート 

 試験体に用いたコンクリートは設計基準強度を

 

表－１ 試験体の諸元一覧表 

 

試験体寸法 軸方向鉄筋 帯鉄筋 

断面寸法 補強厚 
既設部 

(SD295) 

補強部 

(SD345) 

鉄筋比 

ρt 

既設部 

(SD295) 

補強部 

(SD345) 

鉄筋比 

ρs 

無補強  （CASE1） φ500 － 

D13-22 本

－ 1.42% 

D6@120mm

－ 0.21% 

RC 巻立て（CASE2） φ600 50mm(RC) D13-12 本 1.61% D10@50mm 1.43% 

本工法  （CASE3） φ604.6 
50mm(RC) 

＋2.3mm(鋼板) 
D13-10 本 1.51% 

鋼板厚：

2.3mm(SS400) 
1.40% 

                                     CASE2，CASE3 の鉄筋比ρt，ρs は SD295 に換算した値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （ａ）無補強（CASE1）      （ｂ）RC 巻立て（CASE2）      （ｃ）本工法（CASE3） 

 

図－２ 試験体の概要図 
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24N/mm2とし，普通ポルトランドセメントを用いた。配

合は，施工性を考えて，フーチング，橋脚の既設部，補

強部で異なる仕様とした。フーチングは，最大骨材寸法

を 20mm，スランプを 10cm とした。橋脚の既設部は，

フーチングの配合と同様で最大骨材寸法のみを 10mm と

した。橋脚の補強部は狭隘であるため，石灰石微粉末を

用いた中流動コンクリートとし，最大骨材寸法を 10mm，

スランプフローを 40cm とした。また，ひび割れ抑制お

よび収縮補償のため膨張材を 20kg/m3添加した。 

 試験における終局は，各ステップで 1 サイクル目の荷

重が最大荷重の 80%を下回った時点とし，その時の荷重

を終局荷重，変位を終局変位とした。図－３に載荷パタ

ーンを，写真－１に CASE3 の載荷状況を示す。 

2.4 測定項目 

 載荷荷重は，ロードセルを用いて測定した。また，PC
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（ａ）ひび割れ発生時および軸方向鉄筋降伏時まで 
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（ｂ）軸方向鉄筋降伏時以降終局時まで 

図－３ 載荷パターン 
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(2) 鉄筋 

鉄筋は，橋脚の既設部は SD295A とした。これは，実

際の補強対象となる橋脚に SD295A が使用されているた

めである。フーチング，橋脚部の補強部は SD345 を使用

した。 

(3) 鋼板 

CASE3 に用いた鋼板は，厚さ 2.3mm の SS400 を使用

した。 

(4) エポキシ樹脂 

軸方向鉄筋の定着に用いたエポキシ樹脂は，乾湿両用

のエポキシ樹脂（E2300J）を使用した。 

表－２に試験体に用いたコンクリート，鉄筋および補

強鋼板の諸元一覧表を示す。 

2.3 載荷試験 

 載荷試験は参考文献 6)に準拠して，静的に正負交番載

荷試験を実施した。載荷は，ひび割れ発生時，橋脚部の

最外縁の軸方向鉄筋降伏時（初降伏時）まで荷重制御に

て実施した。なお，ここでの最外縁の軸方向鉄筋は，

CASE1 では既設部の，CASE2 および CASE3 では補強部

の軸方向鉄筋とした。その後，初降伏時の変位を 1δy と

し，1δy，2δy，3δy･･･と変位を漸増させて，各ステッ

プ 3 サイクルずつの変位制御による載荷を行った。また，

載荷試験中に軸方向力が増加するため，必要に応じて PC

鋼棒の緊張力を解放することで調整を行った。 

 

  表－２ コンクリート，鉄筋および補強鋼板の諸元一覧表 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   写真－１ 載荷状況（CASE3） 
344N/mm2降伏強度

450N/mm2引張強度

D13D10D6SD345
394399－N/mm2降伏強度

533544－N/mm2引張強度

鉄筋

D13D10D6SD295A
351－372N/mm2降伏強度

476－542N/mm2引張強度

N/mm2
N/mm2

N/mm2
N/mm2

N/mm2
N/mm2

橋脚部（補強部）橋脚部（既設部）フーチングCASE3
49.741.932.0圧縮強度

31,56531,02531,809弾性係数

橋脚部（補強部）橋脚部（既設部）フーチングCASE1

－3,08343,3628弾性係数

－40.438.6圧縮強度

44.045.938.2圧縮強度

橋脚部（補強部）橋脚部（既設部）フーチングCASE2

補強鋼板

29,14929,53431,199弾性係数

コンクリート
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N/mm2
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31,56531,02531,809弾性係数

橋脚部（補強部）橋脚部（既設部）フーチングCASE1

－3,08343,3628弾性係数
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44.045.938.2圧縮強度

橋脚部（補強部）橋脚部（既設部）フーチングCASE2

補強鋼板

29,14929,53431,199弾性係数

コンクリート
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鋼棒により与えた軸方向力もロードセルにて測定し，こ

れを用いて載荷試験中に，軸方向力の調整を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ）CASE2（RC 巻立て） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）CASE3（本工法） 

図－４ 載荷荷重と載荷点変位の関係 

 

 変位は，載荷点の水平変位および橋脚基部の鉛直変位

（軸方向鉄筋の抜出し量）を測定した。また，橋脚の曲

率分布を計測するため載荷面とその裏面に橋脚基部から

100mm 間隔に変位計を設置した。 

 軸方向鉄筋のひずみは，軸方向鉄筋に貼付したひずみ

ゲージを用いて測定した。また，CASE3 は鋼板の挙動を

確認するため，軸方向鉄筋のひずみゲージ位置と同じ平

面にひずみゲージを貼付して，鉛直方向ひずみを測定し

た。 

 損傷状況は，各ステップにおいて，ひび割れの進展状

況，かぶりコンクリートのはく落状況および軸方向鉄筋

の破断状況などを，スケッチおよび写真にて記録した。 

 

3. 試験結果および考察 

3.1 履歴特性と破壊性状 

 3 試験体とも載荷が進むに従い，曲げひび割れが進行

した後，かぶりコンクリートのはく落，軸方向鉄筋のは

らみ出し，および座屈が起こり，軸方向鉄筋の破断を伴

って終局を迎えた。本工法の履歴特性を比較するため，

CASE2 および CASE3 の載荷荷重と載荷点変位の関係を

図－４に示す。ここでは示していないが，基準試験体で

ある無補強のCASE1を含めてCASE2およびCASE3は，

典型的な紡錘状の履歴特性を示した。CASE3 の履歴特性

は CASE2 のそれと類似していることから，本工法は RC

巻立てと同様な挙動を示すと言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 試験終了時の損傷状況 
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 図－５に載荷試験終了時の損傷状況を示す。また，試

験結果一覧表を表－３に示す。CASE2 および CASE3 の

損傷の進展状況について比較すると，CASE2 では曲げひ

び割れ発生後，3δy で斜めひび割れが発生した。その後，

8δy でかぶりコンクリートがはく落し，11δy 以降，座

屈した軸方向鉄筋の破断により荷重が低下し，12.3δy

で終局に至った。 
（ａ）CASE1    （ｂ）CASE2     （ｃ）CASE3 

（無補強）     （RC 巻立て）      （本工法）一方，CASE3 では橋脚基部および高さ 50mm に位置す

る鋼板の下端位置に水平方向の曲げひび割れが発生し，7

 

表－３ 試験結果一覧表 

試験体名 ひび割れ発生時 初降伏時 最大荷重時 
かぶりコンクリ 

ートはく落時 
終局時 

CASE1 

（無補強） 

荷重（kN） 65.1 102.0 137.1 127.3 109.7 

変位（mm）  3.1   8.3  42.6  51.1  70.0 

CASE2 

（RC 巻立て） 

荷重（kN） 85.3 184.7 235.7 221.8 188.6 

変位（mm）  1.7   8.6  45.1  71.9 105.9 

CASE3 

（本工法） 

荷重（kN） 80.0 182.0 224.9 224.9 179.9 

変位（mm）  1.3   7.1  49.1  49.1  76.9 

表中の数値は正負の計測値の平均値を示す。 
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δy でかぶりコンクリートがはく落した後，10δy で橋脚

基部の座屈した軸方向鉄筋の破断により荷重が低下し，

10.8δy で終局に至った。なお，終局時においても鋼板の

はらみ出しは起こっていなかった。 

また，試験験終了後，CASE3 の鋼板を取り除いて，

CASE2 と損傷状況を比較した。CASE3 は，CASE2 に比

べて，鋼板の巻立て範囲においてひび割れ本数が少なく，

かぶりコンクリートのはく落も橋脚基部に集中する結果

であった。これは，鋼板の拘束効果により，橋脚基部に

損傷が集中したためであると考えられる。 

3.2 耐荷力および変形性能 

載荷点における載荷荷重と載荷点変位の関係を図－

６に，試験体に使用したコンクリートと鉄筋の材料強度

を用いて，参考文献 7)により計算した曲げ耐力と試験に

より得られた諸数値との比較表を表－４に示す。 

 CASE1 と CASE3 の試験結果より， 最大荷重は， 

CASE1 では 137.1kN であり， CASE3 では 224.9kN であ

った。CASE3 は補強することで，CASE1 に比べて約 1.6

倍の耐荷力を有している。また，終局時の変位は，CASE1

では 70.0mm であり，CASE3 では 76.9mm であった。

CASE3 は補強することで，CASE1 に比べて約 1.1 倍の変

形性能を有している。これらのことから本工法による補

強効果が確認できたと言える。 

 CASE2 と CASE3 の試験結果より，ひび割れ発生時，

初降伏時，最大時および終局時の荷重はほぼ同程度であ

る。但し，降伏変位δy に対する終局変位δu は，CASE2

では 12.3，CASE3 で 10.8 であり，変形性能は RC 巻立

てと比べて小さかった。これは，図－５で示したように，

CASE3 は鋼板の拘束効果により橋脚基部に損傷が集中

したため，CASE2 より早期に終局を迎えたためであると

考えられる。 

 図－７に本工法の載荷荷重と載荷点変位の履歴曲線を

示す。同図には試験値と併せて計算値も付記した。なお，

本工法の計算値は，参考文献 1)に準拠して，鋼板を帯鉄

筋に換算して求めたものである。 

 CASE3 の試験結果の最大荷重は，計算結果とほぼ同程

度であり，本工法は，鋼板を帯鉄筋に換算し，RC 巻立

てと同様に評価することができると言える。 

3.3 履歴吸収エネルギー 

 図－８に履歴吸収エネルギーと塑性率（各ステップの

最初のサイクルの最大変位を初降伏変位で除した値）の

関係を示す。なお，履歴吸収エネルギーは各ステップの

最初のサイクルを用いて算出した。 

 CASE1 は，かぶりコンクリートのはく落が始まる 6δ

y で，吸収するエネルギー量が低下している。一方，

CASE3 は，かぶりコンクリートのはく落が始まっても吸

収するエネルギー量は，CASE1 のように低下せず，増加

している。なお，CASE3 は CASE1 に比べて，1δy の水

平変位は小さい（CASE1：8.3mm，CASE3：7.1mm）が，

吸収するエネルギー量が大きくなっている。これらのこ

とから，本工法により補強を行うことで，耐震性能が向

上していると言える。 

 CASE3 および CASE2 の履歴吸収エネルギーは，かぶ

りコンクリートのはく落が始まっても，吸収するエネル

ギー量は増加しおり，両者は同様な傾向を示している。

このことから，本工法は，RC 巻立てと同様なエネルギ

ー吸収性能を示していると言える。なお，CASE3 と

CASE2 を比較すると，同じ塑性率では，荷重が同程度で，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 載荷荷重と載荷点変位の関係（包絡線） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 載荷荷重と載荷点変位の関係（履歴曲線） 
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表－４ 計算値と試験値の比較表 

 
CASE1 

（無補強） 

CASE2 
（RC 
巻立て） 

CASE3 
（本工法）

 計算値 曲げ耐力 kN 119.5 221.0 216.5

 試験値 

最大荷重 kN 137.1 235.7 224.9

降伏変位 mm 8.3 8.6 7.1

終局変位 mm 70.0 105.9 76.9

終局変位/降伏変位 8.4 12.3 10.8

最大荷重/曲げ耐力 1.15 1.07 1.04

表中の試験値は正負の計測値の平均値を示す。 
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図－８ 履歴吸収エネルギーと塑性率の関係        図－９ 等価減衰定数と塑性率の関係 
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変形量が大きい CASE2 の吸収するエネルギー量が大き

くなっている。 

3.4 等価減衰定数 

 図－９に等価減衰定数と塑性率（各ステップの最初の

サイクルの最大変位を降伏変位で除した値）の関係を示

す。なお，等価減衰定数は各ステップの最初のサイクル

を用いて算出した。 

 CASE1 は，かぶりコンクリートのはく落が始まるとと

もに等価減衰定数が低下している。一方，CASE3 は，か

ぶりコンクリートがはく落を始めても等価減衰定数は，

CASE1 のように低下せず，増加しており，本工法により

補強を行うことで，安定した減衰性能を有していると言

える。 

 CASE3 および CASE2 の等価減衰定数は，かぶりコン

クリートのはく落が始まっても増加しており，両者は同

様な傾向を示している。また，CASE2 と CASE3 の等価

減水定数を比較すると，CASE3 は 0.02～0.14 の範囲であ

り，CASE2 は 0.02～0.16 の範囲である。両者とも同様な

値を示している。これらのことから，本工法は，RC 巻

立てと同程度の減衰性能を有していると言える。 

 

4. まとめ 

 既存橋脚の 1/5 モデルの試験体を用いて実施した静的

な正負交番載荷試験結果から，実験試験体の諸元に対し

てではあるが本工法の特徴として以下のことが確認でき

た。 

1） 履歴特性は RC 巻立てと類似しており，同様な挙動

を示す。 

2） ひび割れ発生時，初降伏時，最大時および終局時の

荷重は，RC 巻立てとほぼ同程度である。 

3） 履歴吸収エネルギーおよび等価減衰定数は，RC 巻

立てと同様な傾向を示す。 

4） RC 巻立てと同程度の減衰性能を有している。 

5） 変形性能および履歴吸収エネルギーは RC 巻立てに

比べて小さい。 

6） 鋼板を帯鉄筋に換算し，RC 巻立てと同様に評価す

ることができる。 
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